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小平市下水道総合地震対策計画（第三期）について 

 

１ 計画策定の目的 

下水道施設は、甚大な被害をもたらす大規模地震発生時においても、流下機能の確保や速やか

な復旧が求められます。平成２１年度及び２５年度に策定した、小平市下水道総合地震対策

計画（第一期・第二期）では、「防災対策」として、防災拠点、拠点病院、及び避難所から

排水される重要な管路のうち、過去の大規模地震で被害が顕著であった、小口径管路（管径

７００ｍｍ以下）の耐震化を「緊急目標」に位置づけ対策を完了しました。 

第二期計画では、「減災対策」として、避難所へのマンホールトイレ設置を完了するとともに、

被災時にも下水道の機能を維持または早期回復することを目的として、下水道事業業務継続計画

（下水道ＢＣＰ）を策定しました。 

本計画は、平成２８年に発生した熊本地震を受け、国から示された被害状況の特徴と

対策の内容を反映し、更新計画として第三期計画を作成しました。 

 なお、本計画を国に申請することにより、耐震診断等の地震対策事業については、国の交付金

制度による補助を受け実施することが可能となります。 

 

２ 計画目標 

防災拠点、拠点病院、避難所、広域避難場所からの排水系統及び軌道下に埋設されている重要

な管路のうち、管径８００ｍｍ以上の中大口径管路の流下機能の確保と被災時の応急対応の効率

化を目標とします。 

 

３ 計画期間 

平成３１年度（２０１９年度）から平成３５年度（２０２３年度）までの５年間とします。 

 

４ 計画内容 

（１）防災対策 

過去の大規模地震では、推進工法で施工される管径８００ｍｍ以上の中大口径管の被害が少な

かったことから、第二期計画では、「中長期目標」に位置づけ対象外としていました。 

しかしながら、近年発生した熊本地震では、推進工法区間の管路の被災率が高く、被害全延長

（約８０km）の約２５％（約２０km）に及び、そのうちの約４割（約８km）の中大口径管路にお

いて、被害が発生しました。 

本計画では、熊本地震での被害状況を鑑み、「２ 計画目標」に位置づけた重要な管路のうち、

約２９．５ｋｍの中大口径管路を対象に耐震診断を行い、その結果に応じて耐震化工事を実施し

ます。（耐震化対象路線：資料４－②参照） 

 

（２）減災対策 

被災時にも下水道の機能維持や早期回復が図られるよう、下水道ＢＣＰ計画の定期的な点検や

職場研修・実地訓練を実施しています。今後も継続的にこれらの取り組みを実施することで、下

水道ＢＣＰ計画の検証及び見直しを図り、被災時の応急対応の効率化を推進します。 
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５ 年次計画 

小平市下水道総合地震対策計画（第三期）スケジュール 

 Ｈ３１年度 

（2019 年度） 

Ｈ３２年度 

（2020 年度） 

Ｈ３３年度 

（2021 年度） 

Ｈ３４年度 

（2022 年度） 

Ｈ３５年度 

（2023 年度） 

耐震診断      

調査・設計      

耐震化工事      

下水道 BCP に基づく 
職場研修・実地訓練 

     

※    ：耐震診断の結果に応じて実施 

 

６ 今後の予定 

平成３１年３月下旬     市ホームページに掲載 

       ４月 １日（月） 市政資料コーナー等での閲覧・販売開始 

    ４月２０日（土）  市報に掲載（予定） 

 


